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1. はじめに
近年生産現場におけるロボットの導入が進んでいる．特
にマニピュレータタイプのロボットは汎用性の高さから塗
装，溶接，組立といった様々な作業工程において活躍して
いる．一方でマニピュレータの課題として，可動範囲の狭
さや可搬重量の低さなどがある．本研究では全方向移動台
車とマニピュレータを組み合わせた全方向移動マニピュ
レータを開発している (Fig.1)．床に固定されて利用される
マニピュレータとは異なり自ら移動して作業を行える本ロ
ボットは，広大な可動範囲を実現している．
我々は広大な可動範囲の活用方法の一つとして，全方向
移動マニピュレータを用いた協調搬送の実現をめざしてい
る．協調搬送で最も重要な課題となるのが，手先位置誤差
による内力の発生である．マニピュレータ手先に位置誤差
が発生した場合，搬送物に過大な内力が発生し，搬送物も
しくはロボットが破損してしまう可能性がある．小菅ら (1)
は移動マニピュレータに仮想インピーダンスを発生させる
制御を適用することにより協調搬送を実現している．しか
し，この手法は適切なゲインを選定する必要があり，完璧
なモデル化が求められることから最適なゲインを決定する
ことは難しい．
本研究では機構的なコンプライアンスによる問題の解決
をめざし，受動関節機構を協調系に導入している．これに
より，発生する位置誤差に応じて受動関節が受動的に回転
することで，過大な内力の発生を抑制できるため、手先位
置制御で協調を実現できるシステムを構築している．しか
し，受動関節の特性上把持姿勢に応じて負荷が変化するな
ど，持ち方を考慮した運用が必要となる．本論文では受動
関節機構の特性を解析し，その特性を踏まえた，複数の全
方向移動マニピュレータによる協調搬送手法の提案を行
う．なお，本研究では，必要な受動関節数と協調を行うロ
ボットの台数の関係を考慮して，3台での協調搬送を取り
扱う (Fig.2)．受動関節数と台数の関係は 2.にて述べる．
2. 受動関節機構の特性
2.1 受動関節機構の概要
本受動関節機構の外観とモデル図を Fig.3に示す．本機
構には 4つの受動関節が入っており，マニピュレータ手先
から把持部であるハンドに向かって並ぶ関節を，受動第 1
関節，受動第 2関節，受動第 3関節，受動第 4関節と呼ぶ．
協調機構内にコンプライアンスとして受動関節を用いるた
めには，『任意方向に位置誤差が発生しても，機構内に過
大な内力を発生させずに搬送対象物を剛に保持できる』と
いう目的を達成しなければならない．よって，コンプライ
アンスを導入しすぎると搬送対象物を外力に対して剛に保
持することができず，一方不足すると位置誤差によって内
力が発生してしまうため，適切なコンプライアンスの導入
が必要となる．n台のロボットによる協調で必要なコンプ
ライアンスの自由度 M は先行研究 (2) より既に求まってお
り，式 (1)より算出できる．なお mi はロボット iに導入す
るコンプライアンスの自由度の数である．
M =
n
∑
i=1
mi = 6n 6 (1)
1つの受動関節が 1自由度持つとすると，3台での協調
には 12個の受動関節が必要となる．3台での協調の場合，
受動関節数が台数で丁度割り切れるため，4つの受動関節
を持つ同じ機構を各手先に導入することで，適切なコンプ
ライアンスの導入ができる．よって，3つの手先の位置姿
勢を決めると搬送物の位置姿勢を定めることができる．ま
た，本機構の各受動関節には電磁ブレーキ (MIKI PULLY
マイクロブレーキ 112-03-11) とアブソリュートエンコー
Fig.1 Omni-directional manipulator
Fig.2 Cooperative transportation by multi our robots
ダ (オムロン E6J-AG1C)が接続されており，姿勢を固定す
ることや，現在の受動関節角度を計測することができる．
2.2 力学的特性
本機構の力学的特性は主に二つ挙げられる．
一つめは負荷は受動第 2 関節に集中するという点であ
る．受動関節の手先がいずれの方向に変位しても，受動第
2関節の位置は常に同じである．つまり，受動関節機構の
作用点は受動第 2 関節にあるといえる．協調系における
力点と作用点の関係を考えると，搬送物の重心が力点であ
り，作用点は受動第 2関節になるため，地面に対する鉛直
成分の負荷の分配は重心と受動第 2関節の位置関係に依存
することがわかる．
二つめは受動関節の姿勢によってマニピュレータ手先に
加わる負荷は変化するという点である．本機構は 4つの受
動関節を持つため，4自由度を持つ．逆に，空間の自由度
は 6自由度であるので，本機構は 2方向 (e1i ;e2i )に動けな
い機構となっている．よって，ロボット iに加わる負荷 Fi
は定数 a，bを用いて式 (2)のように表現できる．
Fi = ae1i +be2i (2)
2 方向 (e1i ;e2i ) はそれぞれ受動第 2 関節と受動第 4 関節
を結ぶリンクに沿う方向と，受動第 4関節の回転軸方向で
ある．負荷はこの 2方向の合力で表現できることから，必
ず e1i ;e2i を含む平面に沿う方向になる．この平面を幾何拘
束平面と呼ぶ (Fig.4)．ロボット iの負荷の鉛直成分 fi は常
に一定であると仮定すると，マニピュレータに加わる負荷
Fi は，地面に対する鉛直方向と幾何拘束平面が成す角 θci
を用いて式 (3)のように表せる．
Fi =
fi
cos(θci)
(3)
以上の 2つの力学的特性より本受動関節機構は Fig.5に
示すように把持位置が変わらずとも姿勢に応じて負荷が変
化することがわかる．
2.3 最適姿勢
ここで，把持位置を固定した際に，最も少ない負荷で把
持するためにはどのような姿勢をとればよいか考える．前
節で述べたとおり，負荷は受動第 2 関節と重心の位置関
係と，受動関節機構の姿勢に依存する．よって，各マニ
ピュレータに加わる負荷の合力 Fall は，各手先位置ベク
トル p1;p2;p3 と姿勢を表す幾何拘束平面と地面の成す角
θc1;θc2;θc3 の計 6 変数を持つ関数として表現できる．こ
の関数 Fall を θc1 で偏微分すると，一般的に θc1 = 0[rad]
のとき，Fall の偏微分式が 0になる (式 4)．
∂Fall
∂θc1

θc1=0
= 0 (4)
これは θc2，θc3 それぞれで偏微分しても同じである．つま
り，すべての受動関節機構の幾何拘束平面が地面に対して
垂直な姿勢をとるとき，各マニピュレータ手先に加わる負
Fig.3 Passive joint mechanism
Fig.4 Geometric constraint plane
Fig.5 Change of the loads depends on the mechanism poses
荷の合力は最少値をとる．よってこのときの姿勢 (Fig.5の
上図) が最適姿勢であると定義できる．これは実験結果か
らも実証されている (3)．
3. 協調搬送手法
協調搬送を行う場合，スリップや段差等による急な位置
誤差に対応する制御手法が必要となる．受動関節機構に
よって発生する位置誤差には対応できるものの，2. で述
べた通り，受動関節機構の姿勢が変化すると，各マニピュ
レータに加わる負荷も変化してしまう．よって，位置誤差
による受動関節機構の姿勢変化を考慮して，搬送物を把持
する姿勢はなるべく少ない負荷で把持できる姿勢が望まし
い．つまり，最適姿勢を維持しながら協調搬送を行えれば
よいということになる．
ここで，3台のロボット (1,2,3)による協調システムのう
ちの 2 台 (1,2) に注目する．ロボット 1 の手先をベース，
ロボット 2 の手先をハンドとと仮定すると，Fig.6 のよう
に受動関節と搬送物を含んだ仮想 8リンクマニピュレータ
とすることができる．受動関節 i  1 から受動関節 i まで
を表す同次変換行列 i 1Ti は受動関節角度 θi を変数とする
行列で表現できるので，各関節間を表す同次変換行列を掛
け合わせることで，基準座標系からみたロボット 2の手先
位置姿勢を表す同次変換行列 wTh を算出できる (式 5)．
wTh = wT1(θ1)
1T2(θ2) : : :
7T8(θ8)
8Th (5)
なお，ベースからハンドに向かって順に受動関節を
θ1;θ2; : : : ;θ8 と定義し，wT1 を基準座標系から受動第 1
関節までの同次変換行列，8Th を受動第 8関節からハンド
手先の同次変換行列とした．このことから，ベースである
ロボット 1は動いていないと仮定すると，ロボット 1の手
先位置 pt1 とロボット 2の手先位置 pt2 の位置関係からエ
ンコーダで受動関節角度を計測することで，ハンドである
ロボット 2がどれだけ動いたか算出できる．つまり，発生
した位置誤差は受動関節角度から算出できるということで
ある．この関係性からマスタースレーブ方式の協調搬送ア
ルゴリズムをたてた．
ロボット 1をマスターとし，ロボット 2をスレーブと定
義する．また，前提条件として以下の条件を設定する．
 段差のない平面内での協調搬送を想定するため，発
生する位置誤差は平面内誤差とする．
 搬送物を各受動関節機構が最適姿勢で協調把持した
状態からスタートするものとする
 初期のマスター手先位置 pmt，各受動関節角度
θ1;θ2; : : : ;θ8 は既知である
 位置誤差は平面内誤差であるとするならば，全方向
台車のみで補完が可能なため，マニピュレータの姿
勢は変化させないとする．
協調搬送アルゴリズムの基本概念は，常に受動関節機構が
最適姿勢を維持できるように各ロボットの位置を制御する
ことである．つまり，最適姿勢は受動第 2関節の位置関係
とマニピュレータ手先の姿勢に依存することから，初期の
各マニピュレータ手先の位置姿勢の関係を維持できるよう
なアルゴリズムにすればよい．以下に協調搬送アルゴリズ
ムを示し，アルゴリズムのフローを Fig.7に示す．
1. 初期の受動関節角度から，マスター手先から見た仮
想 8リンクマニピュレータのハンドにあたるスレー
ブ手先の相対位置 pst を算出する
2. マスターを任意の方向に操作する (位置誤差を持た
せるのと同義)
3. 受動関節角度をエンコーダより計測する
4. 計測した角度をもとに，式 5 を用いて移動後のス
レーブ手先相対位置 p0st を求める
5. 初期のスレーブ手先相対位置 pst と移動後のスレー
ブ手先相対位置 p0st との差 ∆ps を求める
6. ∆ps を全方向移動台車の位置指令として用い，ス
レーブを制御する．
このアルゴリズムに準ずることでスレーブはマスター
手先が移動した分だけ追従する．また，制御ループごとに
受動関節角度を計測し，スレーブに与える位置指令を算出
することで，マスターとスレーブの距離が大きく離れるこ
となく細かい，追従制御を行うことができる．なお，この
アルゴリズムをマスターをロボット 1，スレーブをロボッ
ト 3とした場合にも当てはめることで，ロボット 1をマス
Fig.6 Virtual eight link manipulator
Fig.7 Cooperative transportation scheme algorithm
ター，ロボット 2，3 をスレーブとするマスタースレーブ
式の協調搬送が実現できる．
4. 実証実験による追従性の検証
提案手法の有効性を確認するため，以下の実験を行った．
まず，3台の全方向移動マニピュレータで，400mm600mm
の長方形平板を地面に対して水平となるように，Fig.8 に
示す T字隊形で協調把持させる．なお，このときの各受動
関節機構の姿勢は最適姿勢とし，マニピュレータ手先と搬
送物が地面に対して水平になるときの理論上の最適姿勢角
度 (0; 90;0;90) を取るように関節角度の補正を行っ
た．この状態を初期姿勢とし，マスターと定義した全方向
移動マニピュレータの台車部のみを y軸正の方向に移動さ
せる．一方，スレーブ 1,2とマスターのマニピュレータの
姿勢は一切変化しないとみなす．マスターの移動によって
変化する受動関節角度をエンコーダで読み取り，提案手法
を適用することでスレーブ 1,2と定義した 2台の全方向移
動マニピュレータに与える位置指令を算出する．この位置
指令と実際にマスターが移動した量と比較することで，マ
スターの動作に対するスレーブの追従性を検証することが
できる．なお，本実験ではマニピュレータは常に同じ姿勢
を維持し，実験環境は凹凸のない平面上で行うこととする．
Table1に把持位置等の実験パラメータを示す．
Table 1 Parameters of the experiment
object’s weight 2.00kg
grasped points by master (0;30;0)mm
grasped points by slave1 ( 20; 16;0)mm
grasped points by slave2 (20; 16;0)mm
以上の条件下でマスターに y 軸正方向に 30mm 移動量
を与えた．このときに計測した各受動関節角度値の時間変
化を Fig.9に示し，Fig.10に算出したスレーブ 1,2 への位
置指令の時間変化を示す．
スレーブ 1,2に与えた位置指令は，マスターの移動量と
同じ方向である y軸正の方向に増加し，他の移動成分は，移
動した際に発生したスリップ等による誤差の範疇にあるた
め，各スレーブの移動方向とマスターの移動方向はほぼ一
致している．また，スレーブ 1,2の位置指令は互いにほぼ
同じ値をとっていることから，マスターからみて左右対称
に追従する指令値を出していることがわかる．しかし，各
スレーブの位置指令に注目すると，最終値が約 52mmと，
マスターの移動量である 30mm に対して約 22mm の誤差
が確認できる．なお，このマスター移動量に対してスレー
ブの位置指令が大きな値をとるという傾向は，マスター
の移動量がどの方向に向いていても確認できた．その原因
として，協調システムのモデル化が考えられる．本実験で
は，8リンクマニピュレータのベースとみなしたマスター
の手先の姿勢は常に一定であるとみなした上で，受動関節
機構は最適姿勢をとることを前提としている．しかし，本
研究で使用している全方向移動台車には路面の凹凸に対応
するため，サスペンションが導入されている．よって，マ
ニピュレータのベースとなる台車の姿勢が自重によって傾
き，モデル化したシステムと異なる姿勢を取っている可能
性が考えられる．実際に，Fig.9のマスターの受動第 2,4関
節に注目すると，マスターが移動量である 30mmに到達し
た約 3000msの手前で各関節角度の最終値よりも大きな角
度変化が確認できる．これは加速度変化によって生まれた
マニピュレータ等の重量物の慣性力により，一時的に台車
が傾いたことが考えられる．本手法では，マスターの手先
の姿勢をもとに式 5を用いて各スレーブへの位置指令を算
出するため，基準となるマスターの手先の姿勢が実際とは
異なれば，実測値とは異なる位置指令が求まってしまう．
以上より，マスターの移動量に対して同一方向への位置
指令を算出できるものの，マスターの移動量と位置指令
の間に誤差が確認できた．しかし，本手法は制御ループご
とに各受動関節角度を計測し，スレーブに与える位置指令
を算出するため，一度与えた位置指令が完了する前に，ま
た新たな位置指令をスレーブに与えている．よって，マス
ターの移動量に対してスレーブの移動量が常に大きいた
め，マスターとスレーブ間距離は初期状態時の距離へ縮
まっていき，初期姿勢時の各受動関節角度へ近づくことで，
最終的に位置指令は 0 に収束すると考えられる．つまり，
マスター動作に追従するスレーブ動作を達成できると考え
られる．
5. 結論
本論文では，受動関節を用いた複数の移動ロボットによ
る協調搬送をめざし，まず受動関節機構の力学特性につい
て解析を行った．次に力学的特性から受動関節機構の最適
な把持姿勢の導出を行った．そして以上で得た特徴をもと
に，最適姿勢を維持しながら行うマスタースレーブ方式協
調搬送制御手法の提案を行い，実証実験を行った．実験結
Fig.8 Situation of the cooperative transportation experiment
Fig.9 Passive joint angles
Fig.10 Position commands for slave1,2
果から，マスターの移動量に対してスレーブを追従させる
位置指令が算出できていることを確認できた．しかし，移
動量と位置指令の間に誤差も確認できた．この問題の解決
策として，移動量と位置指令の誤差を抑えるために，マニ
ピュレータ手先に姿勢を検出するジャイロセンサを取り付
け，手先の姿勢を補正する方法が考えられる．
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